参考様式第２-３号（規則第43条第１項第７号関係）　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ列４）この記載例では１名分しか示していませんが、全ての役員の履歴書をこの記載例と同様に作成の上、提出してください


申請者の役員の履歴書
	（ふりがな）
①氏名
	くみあい　たろう
	②性別
	男　・　女

	
	組合　太郎
	
	

	
	
	③生年月日
	19〇〇年　〇〇月　〇〇日

	④国籍・地域
	日本

	⑤住所
	〒○○○－○○○○
　千葉県△△市〇〇町３－１
（電話○○○―○○○―○○○○）

	⑥勤務先
	法厚協同組合

	⑦勤務先住所
	〒○○○－○○○○
　千葉県△△市〇〇町１－１
（電話○○○―○○○―○○○○）

	⑧役職名
	理事長

	⑨職歴
	年
	月
	主たる職歴⑨職歴欄には、申請前５年以内の職歴及び学歴を省略せず記載してください。
なお、申請前５年以内の履歴に空白期間がある場合、機構から追加確認をすることがありますのでご留意ください。
※申請前５年よりも前の学歴については記載する必要はありません。


	
	○○
	○○
	○○大学○○学部　卒業

	
	○○
	○○
	甲乙製作所入社（事業課　係員）

	
	○○
	○○
	法厚協同組合入社（実習部）

	
	○○
	○○　　
	法厚協同組合　実習部長

	
	○○
	○○
	法厚協同組合　理事長

	⑩資格・免許
	機械加工技能士○級、英検○級、普通自動車免許

	⑪監理支援事業に従事した経歴（他の監理支援機関におけるものも含む）
	なし

	⑫育成就労への関与歴
	[bookmark: _GoBack]なし

	⑬育成就労に係る講習の受講歴
	○○年○○月、法務大臣・厚生労働大臣が告示で定める監理支援責任者講習受講
※受講歴について、講習を受講しなければならない者（例：監理支援責任者等）は当該講習を申請前３年以内に修了している必要があります。なお、講習に係る経過措置により監理責任者等講習を受講していた場合、当該講習についても受講歴に記載してください。




（注意）
　①は、住民票の写しに記載の氏名を記載すること。
　⑨の記載について、申請者の役員が監理支援責任者を兼務し、参考様式第２－４号「監理支援責任者の就任承諾書及び誓約書並びに履歴書」を同時に提出する場合は「監理支援責任者の履歴書の記載参照」と記載することで、当該項目への記載に代えることができる。 
　⑬は、講習を受講したことを証する書類を添付すること。

　上記の記載内容は、事実と相違ありません。
　　　　　　　　　　令和○○年　　○○月　　　○○日　　作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者の名称　　法厚協同組合
作成責任者　役職・氏名　　代表理事　組合　太郎　　　　　　　　　
